
令和８年度　臨時的経費査定結果一覧

査定額

（千円）
所　見

査定額

（千円）
所　見

地域消防力強化事業
大規模災害時における全市域での機動的な消火対応を可能とし、地域防災力の更なる強化

を図るため、新たな消防団である（仮称）錦分団の分団庫を整備する。
22,270 22,270

地域消防力強化事業（全市域に分団を設置）は、これまでも実施してきた事業であり、事

業の継続性を踏まえ採択。
22,270 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

企画課

魅力創造発信課

市長室

市制施行80周年記念事業

「未来のまちづくりにつなげる節目のプロジェクト」として位置付け、今後の90周年、

100周年に向けた持続可能なまちづくりの方向性を示す場とするため、市制施行80周年記

念事業を実施する。

13,390 13,390

市制施行80周年を節目として、今後の90周年、100周年に向けた持続可能なまちづくりの

方向性を示すとともに、式典やイベント等を開催し、市への愛着や市民としての誇りを高

めてもらうために必要な事業であることから採択。

13,390 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

魅力創造発信課
市制施行80周年記念事業（新シンボル

キャラクター製作）

市制施行80周年を契機に、市民に親しまれる発信ツールを拡充するため、新たなシンボル

キャラクターを製作する。
3,189 0

80周年を契機とした新たなシティプロモーションツール創作の必要性は認識するものの、

現状の「もり吉」単体での更なるシティプロモーションも可能と考えられることから不採

択。

0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

魅力創造発信課
観光ガイドマップ更新事業（ことりっぷ

守口めぐり）
令和３年度に作成した観光ガイドマップ「ことりっぷ」を更新する。 3,545 0 他のシティプロモーションツールで代用できると判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

行財政改革・DX推進

課
生成AIサービス導入事業

自治体業務の効率化と業務品質の向上を図るため、文書作成や要約、企画立案のアイデア

出しなど、様々な場面で活用できる生成AIサービスを導入する。
4,535 4,535 業務の効率化に効果的であることから採択。 4,535 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

行財政改革・DX推進

課
AIチャットボット拡充事業

更なる市民サービスの向上を図るため、市民からの質問や問い合わせに対してAIが本市の

ホームページを検索して適切な回答を示す、「AI Web検索」技術を使った次期AIチャット

ボットを導入する。

330 330
更なる市民サービスの向上と、職員の問合せ対応等の負担軽減に効果的であることから採

択。
330 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

まちづくり戦略課
守口市駅北側エリアリノベーション推進事

業

「守口市駅北側エリアリノベーション戦略」に基づき、都市計画道路豊秀松月線の「歩行

者利便増進道路」指定に向け、社会実験の実施や道路活用に係る検討を行う。
7,920 7,920

「ほこみち指定」に向けて、協議会への支援や警察との協議をすすめるにあたり、社会実

験の実施と効果検証が必要と判断し採択。
7,920 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

総

務

部

総務課 旧市民会館跡地活用事業
旧市民会館跡地及び旧国際交流センター跡地について、コンサルタント業者からの支援を

受けつつ、民間活力を最大限活用した跡地活用を行う。
32,185 0 事業の必要性は認識するものの、令和８年度の実施は必須ではないと判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

コミュニティ推進課

コミュニティセンター改修事業（中部エリ

アコミュニティセンター体育室、八雲東コ

ミュニティセンター、錦コミュニティセン

ター体育室）

中部エリアコミュニティセンター体育室、八雲東コミュニティセンター及び体育室、錦コ

ミュニティセンター体育室の施設老朽化等に伴う屋根防水、照明LED化、空調設置へ向け

た実施設計及び石綿調査を行う。

29,260 0 事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 11,440

施設の適切な維持管理や利用者の利便性向上に資する事業であると判断し採択。

ただし、令和８年度の改修に係る予算については、錦コミュニティセンターのみに減額査

定とする。

総合窓口課 窓口業務委託事業（拡充）
現在実施している窓口業務委託の業務内容に総合窓口業務、戸籍関係及び国民年金関係業

務を加え、委託する。
0 0

委託業務の拡充という事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと

判断し不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

地域振興課
拠点強化及び立地促進事業（工業活性化支

援補助金の拡大）

新たな中小工業者の立地の促進や既存事業者の拠点強化を支援するとともに、操業環境の

維持・改善を図るため、工業活性化支援補助金の補助メニューを拡充する。
1,000 0

製造業者に対する支援の必要性は認識するものの、令和８年度からの拡充が必須の事業で

はないと判断し不採択。
1,000

既存事業者への支援及び新たな事業者の立地促進は、地域経済の活性化及び更なる雇用の

創出に資すると考えられることから採択。

地域福祉課 第５次地域福祉計画策定事業
地域福祉のより一層の推進に向け、令和10年度を始期とする第５次地域福祉計画を策定す

る。
4,912 4,884

法定計画策定のため採択。

ただし、委託料については4,180千円に減額査定とする。
4,884 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

地域福祉課 中核機関設置準備事業
「地域共生社会の在り方検討会議」の中間とりまとめを踏まえ、本市においても権利擁護

支援の地域連携ネットワークを促進するため、中核機関の設置準備等を進める。
365 365

本市の権利擁護支援の地域連携ネットワークの構築及び中核機関の設置に向けて必要な事

業であると判断し採択。
0

事業の必要性は認識するものの、事業化に向けては、他市の設置状況等も踏まえつつ、引

き続き、実施手法（直営・委託）も含めて研究、検討の余地があることから不採択。

地域福祉課 包括的支援体制整備事業
社会福祉法に基づき、地域共生社会の実現を目指し、本市独自の包括的な支援体制を構築

する。
4,739 0

事業の必要性は認識するものの、事業化に向けては、他市の整備状況等も踏まえつつ、引

き続き研究、検討の余地があることから不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

生活福祉課 支援AI活用推進事業
生活保護業務に特化した支援AIサービス（WAIZE）を活用することにより、事務の効率化

や職員の負担軽減・制度の理解促進を図る。
3,168 0 事業の必要性は認識するものの、令和８年度からの導入が必須ではないと判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

市長　最終査定結果
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障がい福祉課 地域生活支援拠点（相談機能）整備事業

地域生活支援拠点施設等が担う機能のうち「相談」機能を強化するため、現行の基幹相談

支援センターの業務内容に、新たに「地域生活支援拠点コーディネーター」の役割を追加

し、事業者の選定を行う。

114 0 事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 86

地域生活支援拠点等の拠点コーディネーターとしての役割を含む相談機能の整備は必要で

あると考えることから採択。

ただし、委員報酬は選定委員会３回分に減額査定とする。

障がい福祉課 意思疎通支援充実強化事業 登録できる手話通訳者の養成とともに通訳を行える体制を充実強化する。 8,984 0
条例制定に伴う今後の業務量等の増加を踏まえつつ、体制整備に向けて検討の余地がある

ことから不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

障がい福祉課
視覚障がい者外出支援充実強化事業（拡

充）

現在、身体障がい者手帳１・２級の視覚障がい者で、65歳以上の方を対象にタクシー利用

券（5,000円分）を交付しているが、外出困難な方への支援を充実強化させるため、年齢

制限を撤廃し、対象者を拡充する。

486 0 事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 486 障がい福祉施策として、視覚障がい者の外出支援に効果的であることから採択。

障がい福祉課 障がい者虐待対応体制強化事業 障がい者虐待の対応を強化するため、専門資格を有する任期付職員を配置する。 8,984 0
事業の必要性は認識するものの、現状の体制も踏まえ、まずは実施体制の工夫等について

検討する必要があると考えることから不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

障がい福祉課 手話言語条例周知啓発事業
令和８年４月１日に「守口市手話言語条例（仮称）」を制定予定であり、周知啓発用パン

フレット（2,000冊）を作成する。
200 0

事業の必要性は認識するものの、パンフレットの作成は必須の事業ではないと判断し不採

択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

高齢介護課
【特別会計 後期高齢者医療事業】

通所型活動Ｂ補助金交付事業

入浴機会の確保が困難な、自立している又は軽度の支援を必要とする高齢者を対象に、介

護予防を目的とした体操及び入浴を行う「通所型活動Ｂ」を実施する事業所等に対し、補

助金を交付する。

3,000 3,000

総合事業の見直しに係る通所型サービスA（緩和型）の廃止に伴い、入浴機会が確保でき

ない者が発生する見込みであり、本事業の実施により入浴機会を確保する必要があるため

採択。

3,000 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

高齢介護課
介護予防・あんしん支援機器購入支援補助

金事業

見守り機器や補聴器、コミュニケーションロボットの機器購入に係る費用の一部を補助す

ることで、自立した生活を営む支援や生活の質の向上に寄与する。
1,250 500

補聴器については認知症予防に効果があり、他自治体における導入実績等を踏まえ採択。

ただし、補助金額は500千円に減額査定とする。

なお、見守り機器及びコミュニケーションロボットの購入費の補助制度導入については、

制度の検討の余地があると判断し不採択。

750

補聴器については認知症予防に効果があり、他自治体における導入実績等を踏まえ採択。

ただし、補助金額は750千円に減額査定とする。

なお、見守り機器及びコミュニケーションロボットの購入費の補助制度導入については、

企画財政部査定結果（所見）のとおり。

高齢介護課 在宅医療体制推進事業
地域の課題や資源を把握し、庁内及び関係機関で連携して在宅医療を支えるサービス基盤

を整備する。
2,178 2,178

連携の拠点として、在宅医療体制整備を推進していくために必要な事業であることから採

択。
2,178 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保険課
【特別会計 国民健康保険事業】

公金収納システム改修事業

スマホ決済、インターネットバンキングといった多様な支払方法が可能となるeLTAXを活

用した公金納付の導入に向け、システム改修等を実施する。（国民健康保険料）
776 776

国の方針としてeLTAXの活用が推進されており、導入することで市民サービスの向上等が

図られることから採択。
776 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保険課
【特別会計 後期高齢者医療事業】

公金収納システム改修事業

スマホ決済、インターネットバンキングといった多様な支払方法が可能となるeLTAXを活

用した公金納付の導入に向け、システム改修等を実施する。（後期高齢者医療保険料）
1,172 1,172

国の方針としてeLTAXの活用が推進されており、導入することで市民サービスの向上等が

図られることから採択。
1,172 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保険課

【特別会計 国民健康保険事業】

おおさか健活マイレージの市独自ポイント

付与事業

特定健康診査の受診率の更なる向上を図るため、「おおさか健活マイレージ」において、

特定健診を受診した国民健康保険被保険者に対して市が独自に付与するポイントを2,000

ポイントから4,000ポイントに拡充する。

6,000 6,000
ポイント付与事業は、特定健診の受診率の向上及び被保険者の健康の保持・増進に資する

と考えられることから採択。
6,000 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保険収納課
【特別会計 国民健康保険事業】

公金収納システム改修事業

スマホ決済、インターネットバンキングといった多様な支払方法が可能となるeLTAXを活

用した公金納付の導入に向け、システム改修等を実施する。（国民健康保険料）
1,106 1,106

国の方針としてeLTAXの活用が推進されており、導入することで市民サービスの向上等が

図られることから採択。
1,106 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保険収納課
【特別会計 後期高齢者医療事業】

公金収納システム改修事業

スマホ決済、インターネットバンキングといった多様な支払方法が可能となるeLTAXを活

用した公金納付の導入に向け、システム改修等を実施する。（後期高齢者医療保険料）
1,106 1,106

国の方針としてeLTAXの活用が推進されており、導入することで市民サービスの向上等が

図られることから採択。
1,106 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保険収納課
【特別会計 国民健康保険事業】

窓口業務等委託事業（拡充）

現行の窓口業務委託に、新たに窓口電話対応、納付書発行、納付証明書発行等を加え、委

託する。
0 0

委託業務の拡充という事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと

判断し不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保険収納課
【特別会計 後期高齢者医療事業】

窓口業務等委託事業（拡充）

現行の窓口業務委託に、新たに窓口電話対応、納付書発行、納付証明書発行等を加え、委

託する。
0 0

委託業務の拡充という事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと

判断し不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。
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保険収納課
【特別会計 後期高齢者医療事業】

窓口業務等委託事業（拡充）

現行の窓口業務委託に、新たに窓口電話対応、納付書発行、納付証明書発行等を加え、委

託する。
0 0

委託業務の拡充という事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと

判断し不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

健康推進課 市民保健センター改修事業 市民保健センターの施設老朽化に伴う改修に係る実施設計及び石綿調査を行う。 15,070 15,070 施設の老朽化対策として必要であることから採択。 15,070 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

健康推進課 市民保健センター防犯カメラ更新事業 防犯カメラを更新するとともに、施設内の全てのカメラを一元管理できるよう整備する。 3,916 3,916 市民保健センターの防犯体制の強化が急務となっていることから採択。 3,916 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

健康推進課 妊婦対象RSウイルス感染症予防接種事業
妊婦を対象とするRSウイルス感染症の予防接種が、令和８年４月から予防接種法に基づく

予防接種（定期接種）となることから、定期予防接種として実施する。
32,403 32,403 法改正に伴い、翌年度から実施しなければならない事業であることから採択。 32,403 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

子育て支援政策課 結婚新生活支援事業 少子化対策や定住に向けた取組として、「婚姻に伴う住宅取得費用への補助」を行う。 48,483 0

本事業は子育て世帯の定住促進に一定の効果があると考えられるものの、事業の実施には

多額の一般財源が必要となることから、まずは事業費規模の再検討を行うとともに、より

実効性のある定住促進施策の検討が必要と考えることから不採択。

0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

こども施設課 にじいろ認定こども園民間移管事業
市立にじいろ認定こども園の民間移管にあたり、民間移管後の円滑な施設運営に向けた引

継ぎ保育に係る費用を補助する。
9,610 9,610 「守口市こども計画」に基づく事業であり、事業の継続性を踏まえ採択。 9,610 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

こども施設課 認定こども園等給食費補助事業（拡充）
公定価格の補助基準額が令和８年度に5,100円（600円増額）となる見込みであることか

ら、副食費の補助額を増額する。
18,545 0

市の独自補助事業であり、現在は公定価格を根拠としているものの、補助額は市の裁量で

決定できるものであることから不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

こども施設課 乳児等のための支援給付事業
子ども・子育て支援法等の改正により、「こども誰でも通園制度」が本格実施されること

に伴い、乳児等支援給付費等を支給する。
51,865 47,342

「こども誰でも通園制度」の本格実施に伴うものであることから採択。

ただし、会計年度任用職員の雇用に関する予算については、必須ではないと判断し不採

択。

47,342 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

こども施設課 乳児等通園支援事業所整備事業
子ども・子育て支援法等の改正により、「こども誰でも通園制度」が本格実施にされるこ

とに伴い、施設整備を行う事業者に対し、整備に要する費用の一部を補助する。
36,406 36,406

本市における「こども誰でも通園制度」の提供体制を確保するために必要であることから

採択。
36,406 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

こども施設課 民間保育士等確保支援事業

新規保育士等の円滑な確保の支援による保育の受け皿確保に向け、新卒採用された保育士

等に対し、民間保育事業者との協働により最大40万円を支給する事業を継続するととも

に、就活支援サイト等を活用したPRを実施する。

9,000 5,000

本事業は、継続的に民間保育士等を確保するために必要な事業であることから採択。ただ

し、令和８年度は、令和９年度の採用開始に向けたPR事業に係る予算（5,000千円）のみ

採択。

5,000 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

こども家庭センター ヤングケアラー支援体制強化事業

子ども・若者育成支援推進法の改正により、地方公共団体が支援に努めるべきとされたヤ

ングケアラーについて、実態を把握し、必要となる支援を行うとともに、周知啓発を行

う。

5,111 5,111
法改正によりヤングケアラーの把握が市の努力義務とされたこと、また今後の市の支援方

策を見据えた業務の必要性に鑑み採択。
5,111 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

都市・交通計画課 大阪モノレール新駅設置事業

大阪モノレール延伸（新駅設置）に向け、新駅整備工事（インフラ部）にかかる費用を負

担する。

※ 事業費（負担金）は門真市と折半

26,214 26,214 事業の継続性を踏まえ採択。 26,214 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

都市・交通計画課 住宅市街地総合整備事業

密集市街地における安全性の確保に向け、狭隘な主要生活道路の拡幅に向けた不動産鑑

定、用地買収及び道路整備を実施する。

・市道大庭32号線（約20㎡）

8,475 8,475 密集市街地の安全性確保のため採択。 8,475 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

道路公園課
東部エリアコミュニティセンター隣接地公

園整備事業
東部エリアコミュニティセンター隣接地に新たな公園を整備するため、実施設計を行う。 9,867 0 事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 9,867 密集市街地エリアにおける防災力の向上につながる必要な公園整備であることから採択。

道路公園課 府道北大日竜田線交通安全事業

庭窪コミュニティセンターの整備に合わせ、一般府道北大日竜田線の歩道整備（約180

ｍ）に向けた用地買収等を実施する。

　※ 大阪府からの受託事業として実施

41,121 41,121 事業の継続性を踏まえ採択。 41,121 企画財政部査定結果（所見）のとおり。
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令和８年度　臨時的経費査定結果一覧

査定額

（千円）
所　見

査定額

（千円）
所　見

市長　最終査定結果

部・室・課 事　　業　　名　　称 事　　業　　概　　要
要求額

（千円）

企画財政部　査定結果

道路公園課 都市計画道路豊秀松月線整備事業

都市計画道路豊秀松月線の拡幅整備事業を継続して実施する。

・電線共同溝工事

・用地買収に伴う測量、不動産鑑定、補償調査　等

136,592 136,592 事業の継続性を踏まえ採択。 136,592 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

住宅まちづくり課 空家等対策計画改定事業
守口市空家等対策計画（平成30年3月策定、令和5年4月改定）について、市内における空

き家等実態調査を行い、その結果を踏まえ計画を改定する。
28,340 0

前回改定時と同様に国の住宅・土地統計調査により、市内の空家等の現状を一定把握でき

ると考えられることから不採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

住宅まちづくり課 市営住宅住替促進事業
老朽化した市営住宅の円滑な住替促進に向け、引越費用及び移転雑費の継続補助を行うと

ともに、対象団地の区分所有者との交渉や補償算定業務を民間の専門事業者に委託する。
14,981 8,614

事業の継続性を踏まえ採択。

なお、補償説明等業務については、住替の見込みが立った時点で補正予算措置することと

するため減額査定（▲5,297千円）とし、引越移転費用等についても、実績を踏まえ、２

世帯分に減額査定（▲1,070千円）とする。

8,614 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

環境対策課 カーボンニュートラル推進事業

現在策定作業中の「守口市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づき、市内事業

者を対象に省エネルギー診断等を実施するとともに、セミナー等を行い、事業者の主体的

な環境配慮行動の実践を促進する。

4,793 0

本事業は、「守口市温暖化対策実行計画（区域施策編）」に基づく事業であるが、当該計

画は予算編成時点ではまだ策定見込みとなっていることから、正式に計画が策定してから

予算を計上すべきと考えること、また、同様の事業は現在も民間事業者との公民連携事業

として実施できているものもあり、検討の余地があることから、現時点では不採択。

0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

環境対策課 剪定枝等再資源化業務委託事業
クリーンセンターに搬入される年間約500トンの剪定枝・草等を焼却処分せず、チップ化

や堆肥化、バイオマス発電することによりリサイクル率の向上を図る。
7,152 0 事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

環境対策課 事業系廃棄物搬入物検査業務委託事業
事業系一般廃棄物について、現在、積替施設で市職員が検査業務を行っているが、検査業

務を委託することで、検査体制の充実を図る。
858 0

事業の必要性は認識するものの、より効果的な手法を検討すべきと考えることから不採

択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

環境対策課 気候変動対策推進事業

公共施設のクーリングシェルターのうち、本庁舎及び市民保健センター（指定管理施設以

外）にマイボトル対応型のスタンド型給水機をそれぞれ１台ずつ設置し、熱中症対策とと

もにプラスチックごみ削減を図る。

154 0 事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

環境対策課 分煙施設整備事業
分煙環境の整備のため、路上喫煙禁止区域のうち、特に苦情の多い大日地区にクランク付

パーテーション式分煙施設を設置する。
9,900 0 事業の必要性は認識するものの、現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

環境対策課 資源物ストックヤード整備事業
今後収集予定であるプラスチック使用製品を保管するスペースとして、旧第４号炉焼却施

設跡地に資源物ストックヤードを整備するための実施設計を行う。
21,342 21,342 事業の継続性を踏まえ採択。 21,342 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

下水道課
【下水道事業会計】

管路維持管理包括業務委託事業

国が推進する公共施設等運営事業及び同事業に準ずる効果が期待できる官民連携方式（両

者を合わせてWPPP（ウォーターPPP））の導入に向け、R9～R11の包括業務委託（仕様

発注）を実施する。

0 0

令和９年度以降の汚水管の改築に係る国費支援を受けるために管路を対象としたWPPPの

導入は必要であり、WPPPの導入に向けて業務量の把握も目的とした包括業務委託は必要

であることから採択。

0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

下水道課
【下水道事業会計】

八雲ポンプ場更新事業

ポンプ場更新に向けた基本的な設計（ポンプ場の施設配置の検討、平断面図、更新に必要

な敷地面積等の資料作成）を行う。
20,290 20,290 今後の事業を進めるにあたり、規模、構造等の検討が必要であることから採択。 20,290 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

公金収納システム改修事業

スマホ決済、インターネットバンキングといった多様な支払方法が可能となるeLTAXを活

用した公金納付の導入に向け、システム改修等を実施する。（道路占用料、行政財産目的

外使用許可使用料等）

21,160 21,160
国の方針としてeLTAXの活用が推進されており、導入することで市民サービスの向上等が

図られることから採択。
21,160 企画財政部査定結果（所見）のとおり。会計室
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査定額
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（千円）

企画財政部　査定結果

教育総務課
学校施設目的外使用の電子申請化及びス

マートロック導入事業

学校施設目的外使用における利用者の利便性向上を図るため、オンラインで利用申請や空

き状況の確認ができるシステムを導入するとともに、システムと連動するスマートロック

（暗証番号）を設置し、警備費の効率化を図る。

22,115 22,115
手続のデジタル化により、利用者の利便性向上に資するとともに、警備費についても削減

が見込め、業務の効率化にもつながると判断し採択。
22,115 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

教育総務課 さくら小学校施設整備事業
さくら小学校において、増築棟の供用開始に向け、必要備品、消耗品の購入等を実施す

る。
11,121 11,121 事業の継続性を踏まえ採択。 11,121 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

教育総務課 守口小学校施設整備事業
守口小学校において、建替後の新校舎の供用開始に向け、必要備品、消耗品の購入等を実

施する。
73,597 72,637

事業の継続性を踏まえ採択。

ただし、会場借上料については減額査定（▲960千円）とする。
72,637 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

教育総務課 市立学校携帯電話リース事業 各市立学校に設置する電話機の更新にあたり、新たに携帯電話（リース）を導入する。 7,704 7,704
現在の固定電話に比べ、費用対効果が見込めることに加え、校内での教員間の連絡も効率

化すると考えられることから採択。
7,704 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

学校教育課 校内教育支援センター支援員配置拡充事業

不登校児童生徒数の減少に向け、不登校から学校復帰する段階にある児童生徒や、不登校

の兆候が見られる児童生徒に対し学習支援等を行う校内教育支援センター支援員を拡充す

る。

22,733 0
実施体制の工夫・見直しといった対策を講じつつ、対応していくべきと考えることから不

採択。
3,033

校内教育支援センター支援員の追加配置により、本市の不登校児童への支援がより充実す

ると考えられることから採択。

ただし、今回追加配置する学校は不登校率が特に高い学校に限定することとし、２校分に

減額査定とする。

学校教育課 特別支援教育支援員配置拡充事業

通級による指導を受ける児童生徒（通常の学級に在籍しながら、週に数時間通級指導教室

で自立活動の授業を受ける児童生徒）が増加傾向であることから、特別支援教育支援員に

ついて、中学校等への配置を現状の１日４時間配置から１日６時間配置に拡充するもの。

6,048 0
実施体制の工夫・見直しといった対策を講じつつ、対応していくべきと考えることから不

採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

学校教育課 学校司書配置充実事業
現在、学校司書を有償ボランティアとして原則中学校区に１名配置しているが、安定的な

勤務条件に向けた改善として、会計年度任用職員として配置する。
19,698 0

実施体制の工夫・見直しといった対策を講じつつ、対応していくべきと考えることから不

採択。
0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

学校教育課
学校図書館を中心としたこどもの「心の居

場所」づくり促進事業

モデル校１校（小学校）において、学校図書館にフロアマット・ソファ等を設置し、すべ

ての子どもたちにとって過ごしやすい「心の居場所」づくりを進める。
612 0 現時点で取組の優先順位は低いと判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

保健給食課 小学校給食施設環境改善事業 錦小学校、梶小学校、藤田小学校の給食施設の老朽化に伴う改修に係る実施設計を行う。 15,840 0
事業の必要性は認識するものの、現在も経常予算にて維持管理費用にかかる予算が一定措

置されていることを踏まえ、環境改善（大規模改修）は優先順位が低いと判断し不採択。
15,840

小学校給食施設の老朽化対策は安全安心な学校給食の提供に資すると考えられることから

採択。

保健給食課 全員喫食制中学校等給食推進事業
中学校等給食実施方針に基づき、中学校の給食施設の改修に係る実施設計及び給食調理業

務事業者の選定等を行う。
31,741 31,741 事業の継続性を踏まえ採択。 31,741 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

教育センター 情報活用能力育成事業

中学校技術分野における新情報領域の導入と、小学校総合的な学習の時間での情報活用学

習を充実させるため、コーディング教材「ライフイズテックレッスン」によりプログラミ

ング的思考を育成し、計測・制御ツール「AkaDako」でセンサー活用やIoT体験を実現す

る。

2,802 0 事業の必要性は認識するものの、令和８年度からの導入が必須ではないと判断し不採択。 0 企画財政部査定結果（所見）のとおり。

期日前投票所拡充事業
南部エリアの期日前投票に係る市民の利便性向上のため、新たに錦コミュニティセンター

に期日前投票所を設置する。
3,252 3,252 市民の投票の利便性向上に資すると考えられることから採択。 3,252 企画財政部査定結果（所見）のとおり。選挙管理委員会事務局

教

育

部
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